
平成２３年度税制改正（地方税）要望事項

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ）

No ３２ 府 省 庁 名 経済産業省

対象税目 個人住民税 法人住民税 事業税 事業税（外形）不動産取得税 固定資産税 事業所税 その他（ ）

要望

項目名
産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に基づく不動産取得税の軽減措置の延長

要望内容

（概要）

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要）

産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法（以下「産活法」）に基づく認定事業再構築計画、

認定経営資源再活用計画、認定経営資源融合計画、認定資源生産性革新計画に従って行われる事業の譲渡及

び一定の要件を満たす資産譲渡に伴い不動産を取得し、かつ、当該認定計画に係る不動産取得税について、

本則（土地、住宅３％、住宅以外の家屋４％）の１／６を軽減する。

・特例措置の内容

本措置の適用対象を産活法に基づく認定計画に従って事業の譲渡又は一定の場合の資産の譲渡を受ける場

合であって、以下のいずれかに該当するケースに限って不動産の取得に係る不動産取得税の軽減措置を図る

旨見直した上で、本措置の期限を平成２５年３月３１日まで延長する。

①民事再生・会社更生等の法的整理中、私的整理中、債務超過に陥っているなど、認定計画に係る事業が

再生局面にある場合

②認定計画に係る事業が過剰供給構造にあり、その解消を図る場合

③認定事業者が過剰債務を抱えており、その解消を図る場合

④認定計画に記載された目標の基準となる年度において、認定事業者が当期純損失を計上している場合

⑤認定事業者にとって採算性の低い低生産性事業から高生産性事業への転換を図る場合

関係条文 地方税法附則第１１条の４第５項

減収

見込額
（初年度） ２３ （▲１２０ ） （平年度） － （ ▲９７ ） （単位：百万円）

要望理由

（１）政策目的

我が国に存する経営資源の効率的な活用が図られる環境を整備し、企業全体の生産性を向上させるととも

に、オープン・イノベーションを推進する新たな仕組みを構築することにより、我が国経済の新陳代謝の能

力を高める。また、構造的な資源価格の高騰に耐えうる新たな経済産業構造の構築により、我が国の資源生

産性の向上を図り、持続的・安定的な経済成長の実現を目指す。

（２）施策の必要性

産活法は、事業者が実施する事業再構築、経営資源再活用、経営資源融合及び資源生産性向上を円滑化す

るための措置を講ずる等により、我が国産業の生産性の向上や国際競争力の強化を目的としている。

国全体の生産活動は個々の事業者の生産活動の総計であることから、我が国産業の生産性向上を実現する

ための極めて重要な選択肢の一つとして、組織再編・事業再編を通じた経営資源の効率的な活用による企業

の生産性向上が必要不可欠である。

特に、平成20年下期以降の世界的な経済収縮に対して、業界再編等を通じて対応することは喫緊の課題で

あり、産活法に基づく生産性向上、事業革新、資源生産性向上など一定の基準を満たす取組について、再編

時に係る初期コストを軽減することは、事業再生や戦略的組織再編を促し、事業者の競争力向上、ひいては

我が国産業の再生のために必要である。

また、本措置は、これまで民事再生中や債務超過にある企業、過剰供給構造にある企業などで多く活用され

ており、本措置を契機として事業譲渡が行われることによって、本来であれば失われる可能性が高い経営資

源が有効活用されることになり、当該事業に関わる多くの雇用を維持することに相当の貢献を果たしてきた

ところである。本措置の活用実績は減少傾向にあるものの、昨今の厳しい雇用情勢を踏まえ、上記①～⑤の

ようなケースにおいては、引き続き政策的支援が必要不可欠である。

本要望に

対応する

縮減案

上記のとおり適用対象を見直す。



合
理
性

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け

1．経済産業政策

05 経営イノベーション・事業化促進

政策の

達成目標

産活法の計画認定に基づく政策支援を通じて、企業の自力再生、経営資源の有効活用に加え、

異業種の連携などを促進することにより、企業の生産性の向上を図る。

【目標】平成25年度に、企業の生産性を平成22年度より2％以上向上させる。

○ROE：平成22年度値＋2％（事業再構築計画（3年以内）の終了時点における目標値）

○ROA：平成22年度値＋2％（経営資源再活用計画（3年以内の終了時点における目標値））

注)ROE：自己資本当期純利益率 ROA：総資産経常利益率

また平成20年から続く資源価格の不安定化に対応するため、資源生産性の向上に取り組む。

【目標】平成25 年度に、エネルギー生産性又は炭素生産性を平成22 年度よりそれぞれ以下の

とおり向上させる。

○エネルギー生産性：平成22年度より＋6％以上向上（資源生産性革新計画（3年以内）の終了

時点における目標値）

○炭素生産性：平成22年度より＋7％以上向上（資源生産性革新計画（3年以内）の終了時点に

おける目標値）

注1)エネルギー生産性＝付加価値額／エネルギー使用量

注2)炭素生産性＝

付加価値額／エネルギー起源二酸化炭素排出量

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間

平成23年4月1日～平成25年3月31日（2年間）

同上の期間中

の達成目標

我が国の経営資源の効率的な活用を促進し生産性の向上を実現することを通じて、我が国経

済の活力向上及び持続的な発展を実現する。

具体的には、本措置を活用した企業のROE、ROA の平均値が、政策目標（ROE、ROA：平成 22年

度値＋2％）を上回ることを目指す。

また、資源生産性の向上を図り、持続的・安定的な経済成長を実現する。

具体的には、本措置を活用した企業の資源生産性を高めるため、3年間でエネルギー生産性の6％

以上向上又は炭素生産性の7％以上向上を実現することを目指す。

政策目標の

達成状況

○ROE（自己資本当期純利益率）の実績

【制度創設】平成11年度：0.8% → 平成20年度：1.6%

○ROA（総資産経常利益率）の実績

【制度創設】平成11年度：2.1% → 平成20年度：2.5%

＊平成20年度は金融危機の影響により大幅に下落。



有

効

性

要望の措置の

適用見込み
２３年度：４件

２４年度：４件

要望の措置の

効果見込み

（手段としての

有効性）

これまで本措置を活用した計画のうち、約９割の計画が目標として設定した生産性向上の基準

を達成しており、全体として税収の増大、雇用が確保されている。特に雇用維持効果のインパ

クトは大きく、本措置を契機とした事業譲渡により本来であれば失われていた経営資源が有効

されることで、数百名単位の雇用が維持されたケースもあり、税収減額に比してその効果は高

いと言える。

相

当

性

当該要望項目

以外の税制上の

支援措置

＜国税＞

○登録免許税の軽減措置

○事業革新設備の特別償却

予算上の措置等

の要求内容

及び金額

該当なし

上記の予算上

の措置等と

要望項目との

関係

該当なし

要望の措置の

妥当性

企業の再生、生産性の向上を図る目的で行われる事業譲渡は、企業の属する業種や規模によら

ず等しく重要であるが、経済環境など様々な要因により、その発現件数は変化しうるものであ

る。よって、限度額や募集時期に制限のある補助金などによる支援よりも必要な者に平等に支

援が可能な税制支援が適当である。

また本措置は、産活法の規定に基づき、ROE の 2%ポイント以上向上しなければならないなど、

客観的な認定基準を満たす計画を主務大臣が認定した場合に限って措置されており、政策効果

が高いもののみに限定して支援しているため、特例措置として妥当である。


